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診断基準は American Rheumataism Association の設けたもの，あるいは住民調査のための基準に
機械的に従ったものではなく，詳細な問診ののち臨床診断し，可能なかぎり脊椎・四肢関節のレ線検
査とリウマチ血清反応を行なった。
慢性リウマチ病は戸別訪問調査を行なった 3 地区全体では 8.7%の頻度でみられた。慢性関節リウ
マチは全年令について 0.3労の有病率を示し，地区による差はみられなかった。 45--64才の年令層で
は0.4--0.7%の有病率を示した。追跡調査によってえられた慢性関節リウマチの年開発症率は 0.1%




アンケート調査を行なった 2 地区のうち，富田林市東条地区は，それまでにすでに 2 回調査を行な
っていたこともあり， 上富田町岩田地区の成績と比べると false positive, false negative とも有意
に少なかった (P<0.05) が，それでも尚 6.0 %, false negative の回答がみられた。
〔総括〕
1966年第10回日本リウマチ学会総会の，疫学的調査に関するシンポシウムにおいて， 日本における
慢性関節リムマチは0.3--1.2%の頻度(全年令に対し)でみられると報告されたが，本論文の全年令
に対し 0.3%という有病率に厳密な基準をおいた場合，わが国における正確な頻度を示しているもの
と思われる。乙れは諸外国 lとみられる有病率が35-64才の年令層について4.0--6.0%であるのに比べ
て著しく低いものであり，日本人には慢性関節リウマチの発症を抑制するような predisposition が存
在するものと考えられる。
また有病率の低い慢性関節リウマチの疫学調査には，アンケート調査による抽出を併用する必要が
あるが，調査にあたったのは，理解しやすい形式のアンケー卜用紙を用いるとともに，あらかじめ調
査対象の理解度を深めておく乙とによって，相当の信頼度のある成績がえられるものといえるが，十
分の注意をはらっても戸別訪問調査によるものより，約20~ぢ低い有病率を示す結果となる乙とはさけ
られない。
論文の審査結査の要旨
関節リウマチの本態を明らかならしめるためのアプローチのーっとして徹底的な地域的住民調査
をw 経験ある専問家のみの手によって行なった貴重な研究である。したがって本研究はわが国におけ
るこの種の研究の最も広、汎かつ正確なものとして，世界的な文献して残さるべき意義をもっ。さらに
本研究の一端として，調査方法論を検討し，ひろいアンケート調査を如何に行なうべきかについて分
析し，全住民調査と比較するなど今後の研究に資すると乙ろが多いと期待される。
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